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はじめに
わがlK1での知的財産の議論は2002年７月に小泉元首相が施政方針演説で「研
究活動や創造活動の成果を，知的財産として戦略的に保護・活用しわが国産
業の|司際競争力を強化することを国家の目標とする」とする知的財産立国宣言
に遡る。当宣言の実現に向け政府の基本的構想として知的財産戦略大綱')が策
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定され，当大綱で経済・社会のシステムを従来のものづくりから付加価値の高
い無形資産の創造にも適応したシステムへと変容させることが我が国の２１世紀
型の文明構築に向けた国家事業であると定めた。そして同年12月４日に知的財
産基本法（平成14年法律第122号）が公布され，翌年３１ｊｌｌｌに施行され，同
法第一条に知的財産の「創造」「保護」ｒＷ１]」を各分野で集中的かつ計画的
に推進することをlIr19としたのである。このように知的財藝産を産業の基盤に据
え，それによりわが1K|経済・社会の再活』性化を図るというビジョンが国家戦略
として打ち出され，知的財産に対する国民的関心が高まっていた２１。また知的
財産の価値評価についても，例えば特許の価値やわが国特許法35条（昭和34年
法）の職務発明の相当の対価が論議された時期でもあり３)，特許の価値がどの
ように評価するのかその評価の角度により多様な見方があることを学んだこ
とにもなろう。特に職務発明の相当の対価については2004年１月30ｐに青色発
光ダイオード事件（|ⅢI化学事件）の東京地裁判決があり，その判旨で原告へ
の支払いの金員の高額から注目され4)るようにないその解釈が現在でも論議
されている。
米国では特許権侵害訴訟による損害賠償請求権を巡る裁判が多くみられ，わ
が国でも平成21年１）Il4pでの損害賠償請求控訴・同付帯控訴事件5)や平成２６
年５月16日のアップル対サムソン事件6)がある。米国ではその損害賠償額算定
として逸失利益（lostprofits)，確定実施料（establishedroyalties)，そして合
理的実施料（reasonableroyalties）の三つの基準によりどの程度経済原則が取
り組まれているのかとする裁判所の解釈の展開がみられる。
特許の損害賠償額算定は特許の価値評価とは異なることは言及するまでもな
いが裁判所が特許の何を基準に，またどのような判断で扱剛府償額を裁定す
るのかについて逸失利益，確定実施科，そして合理的実施料から考察すること
は特許の価値評価に通ずると言えよう。
本稿では米国特許法（35ＵＳＣ284)，ランダース（LandersAmyL，2012)，
チーサム（ChisumDonaldS.)，）Ⅱ口博也（2005)，田村善之（平成16年)，古
城春実（平成11年)，ムナリ＆ラファエレ（MunariFederico＆RaffaeleOriani，
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2007)，ビユーテル＆ブライアン（BeutelPhillipA＆BryanRay,），ハウスマ
ン＆レオナルド＆シダック（HausmanJerryA・GregoryKLeonald＆］、
GregorySidak，2007)，ジヤニツク（JanickePaulM.，1993)，シユワルツ
(SchwartzHerbertR2003)，ウエルデン，ルーク＆ルシアン（Werden
GregoryLLukeMFroeb＆LucianWayneBeavers,1999)，ウエルデン，ルー
ク＆ジェームズ（WerdenGregoryLLukeMFroeb＆JamesLangenfeld
2000)，レオナード（LeonardGregoryK2005)，ジヤロスズ＆エリン（Jarosz
JohnC，＆ＥｒｉｎＭ、Page，1993）などの先行研究やGeneralMotors事件
(GeneralMotorsvDevexCorp1983)，Duplate事件（DuplateCorpv・Triplex
SafetyGlassCo.,1936)，ＹａｌｅＬｏｃｋＭｆｇＣｏ・事件(ＹａｌｅＬｏｃｋＭｆｇＣｏｖ・Sargent，
1886)，ＡｒｏＭｆｇ､ＣＯ・事件（ＡｒｏＭｆｇＣｏｖ・ConvertibleTopReplacement，
1964)，PanduitCorp事件（PanduitCorp.，ｖ、StahlinBrosFibreWorks，
Incl978)，Broslncorporated事件（BroslncorporatedMW・EGrace
ManufacturingCompany＆WilliamEGrace,1963)，Ｌａｍ事件（Lam,Inc.ｖ、
Johns-ManvilleCorp｣983)，KingInstrumentCorp事件（Kinglnstrument
Corp､vOtariCorpl985)，Smithkline事件（SmithklineDiagnostics,Inc.ｖ・
HelenaLaboratoriesCorporation,1991)，Rite-HiteCorp事件（Rite-HiteCorp
v・KelleyCo.，Incl995)，SlimfordManufacturingCo､事件（SIimford
ManufacturingCo､vKinkeadIndustries,Inc,1991）そしてGrainProcessing
Corp・事件（GrainProcessingCorpv・AmericanMaize-ProductsCompany、
1999）などの判例をレビューし，Ｉ米国特許法の権利侵害の基本的な考え方
を概観し，Ⅱ損害賠償訴訟を巡る判例から裁判所が主に逸失利益賠償額をど
のように裁定しているのかそしてⅢ経済的側面から逸失利益測定の考え方
について論述する。
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Ｉ米国特許法
１損害の基本的考え方
米国特許法では特許権利侵害の救済手段のll1FIを規定し，発明の将来の使川を
保護する子Iilli的差11二命令と差止命令による救済（preliminaryandpermanent
injunctiverelief）と過去の権利侵害の金銭的救済（monetaryrelief）がある7)。
差止命令は特許法第283条（３５Ｕ,SC283）で規定されているが，本稿で論議
する金銭的侵害は特許法第284条（３５ＵＳＣ284）（以下「第284条」という）
で以下の様に規定されている8)。
「裁判所は，原告（claimant）の有利に事実認定したときは，原告に対し侵
害を補償するに'一分な損害賄償を裁定しなければならず，当該賠償はいか
なる場合にも，侵害者が行った発|ﾘ]の使用に対する合理的実施料に裁判所
が定める利息及び費用を加えた額を下し１１つてはならない」
Chisumによると，淵条文は損害の基本的な考え方は侵害者の不正行為で生
じた損失を特許権者に完全なものにすることであり，特許権者は権利侵害がな
ければ占有した状態に財政的に'1J|複することである９)としている。第284条は
損害額の妥当な測定は権利所有者に権利侵害で認められた金銭上の損失を償う
額であることを確立し'0)，例えば後述するがGeneralMotors事件の判決では，
第284条は原告に権利侵害の十分な補償額を認めることをIﾘ]示し''１，またRite‐
HiteCorp事件では，十分な損害額とは特許権者に権利侵害を補償するに十分
な損害賠償額に近づけるべきであるとし'2)，そしてDuplateCorp:事件の判決
では，権利侵害者が得るのは利益で，権利侵害で特許権者が失うのは賠償額で
ある'3)と判示している。
２損害賠償額の裁定
第284条の損害賠償額の裁定方法には判例によるが伝統的に逸失利益，確
定実施料，そして合理的実施料の三つのモデルがありＭ)」驍償額は逸失利益と
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して請求され，それが証明されない場合，確定実施料，そのいずれも立証困難
な場合，合理的実施料｣5)として請求され，それらは個々の判例で検証されてい
る．米国のこれらの侵害賠償裁定方法は裁判所の裁量事項'6)であり，そして判
例により歴史的に発展し形成されている１７)。本稿では主に逸失利益について
前述の判例から裁判所がどのような判断を基に裁定するのかを明らかにする。
Ⅱ損害賠償訴訟と逸失利益
１ＹａｌｅＬｏｃｋＭｆｇＣｏ,事件とＡｒｏＭｆｇ,ＣＯ,事件
逸失利益とは，経済的側面から特許権者が権利侵害が生じなかったつま
り“なかりせば，，の世界（`but-for,world）で得た利益と権利侵害があった，
いわゆる現実の11t界（actualworld）で得た利益との差額'8)とされ，当該解釈
はＹａｌｅＬｏｃｋＭｆｇＣｏ､事件やＡｒｏＭｆｇ・ＣＯ・事件での判旨''１)を基としていると
される。ＹａｌｅＬｏｃｋＭｆｇＣｏ・事件では裁判所は権利侵害で価格が切り下げられ，
その結果生じる逸失利益は損害賠償額裁定の正当な根拠であり，また損害額は
権利侵害後の特許権者の財産状態と，権利侵害が生じなかった場合のありうべ
かりし財産状態との差額と判示している。当該事件では権利侵害者のみが特許
権者の唯一の競合者であったこと．そして特許権者の商陥の価格切下げが侵害
者によって引き起こされたものであるとする判|折が示されている２０)．ＡｒｏＭｆｇ
Ｃｏ・事件では，ＹａｌｅＬｏｃｋＭｆｇＣｏ事件の判旨を参考に，損害賠償額裁定には，
ConvertibleTopReplacementがＡｒｏの権利侵害でどの程度損害を受けたか
もしＡｒｏの権利侵害がなかりせばどの程度得たのかを問わねばならない２１)と
している，しかしBeutel＆Bryanは，ＡｒｏＭｆｇＣｏ事件の判決について損害
賠償額の裁定方法についてはほとんど確立できなかった22)と批判している。次
のPanduitCorp事件で判示されたPanduitテストが逸失利益貯償額を獲得す
る方法として多くの判例で採用されている23)。
－１９－
[論文］米lKlの逸失利祐Ｗｉ悩のIfll例ｲﾘi究（'''''１）
２PanduitCorp事件
【事実関係】
1964年原告PanduitCorp．（以下「Panduit」という）はダクト（duct）をお
おう``Walch，，特許の権利侵害で被告StahlinBros、FibreWorks，Inc．（以下
｢Stahlin」という）を訴えた。ダクトはPanduitのJackCaveney社長が発明し
'955年製造販売され，1956年特許ｌＩｊ願した(、特許局の抵触審査手続
(interferenceproceeding）でGeneralElectric（以下「GE」という）の従業
員のWalchが最初の発lﾘ]者と裁定され，1962年に特許はWalchの譲渡として
ＧＥに付与された。PanduitはＧＥから“Walch"特許を取得し，特許財産権の
権利を行使する強固な政策を確立した。Stahlinは1957年Lok-SlotとWeb-Slot
ダクトを製造販売し，“Walch，，特許発行や1962年のPanduitへの販売後も製造
販売を継続していた。1963年ｌ)ｌｌｐＳｔａｈｌｉｎはLok-SlotとWeb-Slotダクト
について約30％の価格一切下げ（pricecuLorpricereduction）をした。
【判旨】
Panduitは逸失売上高に関する逸失利益の賠償額として＄808剛003,あるいは
代替案として＄625,940をもたらす35％の合蝿的実施料（reasonableroyalty
rate）を要求した。そして更にStahlinの価格切下げによるPanduitの売上高
の逸失利益＄4,069,000を要求した２４)。
本裁判の争点は地方裁判所が賠償額の測定に専門家の証言を受け入れ，その
合理的実施料の判断が間違っていたかどうかであった。Panduitは地方裁判所
が逸失売上高の逸失利益を，あるいは35％の合理的実施料を，そしてStahlin
の価格切下げによる実際の売上高からの逸失利益を否認したことは誤りである
と主張した。地方裁判所は，特許権者が権利侵害かなかりせば権利侵害者が得
た売上高に対する利益を賠償額として獲得するために以下の四つの要素（以下
｢Panduitテスト」という）を証|ﾘ]しなければならないとした251。
（１）特許製品に対して需要が存在すること
（２）特許製,Hjを侵害しない代替１１｢能な競合,11,が存在しないこと
（３）需要を満たす製造販売能７１Ｊが特許権者に在ること
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（４）特許権者が得た利益額
当該判旨では，PanduitがPanduitテストのすべての要素を立証できず否認
されている。Panduitテストの第二要素について，補助裁判官（master）は証
拠から被告に顧客を失わない侵害しない代替可能な競合品，ダクトの存在を明
らかに示すものと認定したが，それは誤りであったとした。侵害しない代替可
能な競合品が入手可能であった期間において，Stahlinの社内メモ（intra-
companymemo)，および特許侵害ダクトの＄1.788,384の売上高からみて，特
許を取得した改良品により相当程度の顧客の関心を獲得したことは疑う余地は
ないが特許品という優位性を欠いた製品は，これらの優位性を欲する顧客に
とって代替可能な競合品にはほとんどなり得ない，つまり代替可能な競合品が
存在するといった事実（element）がある場合には，その特許製,１，１，の代替品が
存在することを無視して数年間特許侵害者が意図的に特許品を製造販売した
場合であったとしても，それによる損害は限定的なものにとどまるであろうこ
とを考慮しなければならないほぼ全ての特許品には代替品が存在するからと
している。またPanduitの第四要素について，地方裁判所はPanduitがなかり
せば売上高で得ただろうと推定される利益額に関して公平な判断が成された証
拠，本件では固定費（fixedcosts）が不十分であるとする補助裁判官の事実認
定を支持し，逸失売上高の逸失利益の権利がないとしている26)。
そしてStahlinの.Ⅱ格切下げ”について，地方裁判所はそれによるPanduit
の逸失利益の賠償額はPanduitの販売量の増加による利得で償える以上であ
り，Panduitに正味利益の増加をもたらすとした。そして価格切下げを原因と
する賠償額の権利も逸失売上高を原因とするそれも|可じ根拠に基づいていると
し控訴裁判所はStahlinの価格切下げによる賠償額を償うことを否認する地
方裁判所の判断を支持すると判示している27)。
当該判旨を考察すると，裁判所はPanduitの四つの要素を検証しすべての
要素が杏認されている。したがって権利侵害がなかりせば特許権者が得た逸失
売上高に対する逸失利益が立証されず，また価格切下げによる逸失利益の賠償
額は逸失売上高による逸失利益以上の賠償額となることを示し逸失利益賠償
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額は否認されたことになる。
このように当該事件では逸失利益賠償額が立証されな】かつたことから，第
284条の特許権者の合理的実施料の権利について争われた。今班的実施料とは，
本件では事業として特許lffj11h1,を製造販売する人が実施料としての支払いに同意
ししかも特許商,Ｉ１ｌ,を'１丁場において適正利益で製造販売することができる金額
であるとしそのiiJ能性や椛利侵害の確定後合理的実施料の裁定における重要
な要素は権利侵客が始まった'1に戻ること28'と判示している。
Landersによると，Panduitテストは顧客が権利侵害ｲZrの商品よりむしろ特
許権者のそれを購入するという一連の推論に基づいている。それゆえ特許権者
の逸失売上高と権利侵窯との“なかりせば”因果関係（"butfor"casual）を立
証している。すべて四つの要素が満たされる所で，もし特許商,lhに対する消費
者の需要があり，消費者がその需要に応じるために侵害しない代替可能な競合
,Ｆ１を持つ意味がないなら，特許権者は需要をiiMiたす能ﾉﾉを有している限り権利
侵害者が実|際に得た充1.Vliを獲得するであろうことを|ﾘlらかにしている29)とし
ているロ
当該逸失利益のIZ証にこのPanduitテストが本質的に唯一の方法とは言えな
いが，逸失利益損害の{Ⅱ発点として位置づけられ30)，多くの判決でﾘＩ用きれて
いる3l1oBeutel＆Bryanによると，Panduitテストの|ﾉﾘつの要素による損害額
の裁定はオール・オア・ナッシング（allornothing）の争点となり．つまり
lJLlつの要素が証lﾘ]されれば逸失利益による扱害が認められ，ｌＪＬ１つのうち－つで
も証明されないなら扱害lWfiは法廷下限である合理的実施料に制限され，経済
合理性が損なわれると批判している32)。またJanickeによるとPanduitは今で
はその総称的テストをiillliたし特許権者に逸失利祐を償う椛利があるいくつか
の事実パターンの一つをiiiに示すものとして理解されている33)としている。
Panduit事件では逸失売上高による逸失利益を賠償額として獲得するために
"なかりせば''１川果関係をPanduitテストの四つのすべての要素で立証するこ
とを明示しまた当該事件の価格切下げによる逸失利益について裁判所の判断
を示した。次章でLamPjJ件以後の判例から逸失利祐賠償額の裁定のための
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Panduitテスト及び“なかりせば”因果関係との立証に向けた裁判所の判断の
更なる進展を概観することにするが．Ｌａｍ事件の刊旨では，逸失利益には価
格切下げの他に，販売の転売（divertedsales）や費用の増加（increased
expenditures）があり，特許権者は逸失利益と権利侵害の“なかりせば，，因果
関係との立証が求められている34)。
３Ｌａｍ事件，Smithkline事件，Rite-HiteCorp事件，GrainProcessing
Corp・事件
（１）Ｌａｍ事件
【事実関係】
Ｌａｍ事件は，被告Johns-ManvilleCorporation＆Johns-ManvilleSales
Corporation（以下「J-M」という）が原告ＬａｍＩｎｃ．（以下「Lam」という）
の高彩度の放電ランプ（highintensitydischargelamp）を特許侵害し，当該
行為は1976年と1979年の間で起きた。地方裁判所はJ-MのCLASS-PAKラン
プがＬａｍの本件特許を，つまりＬａｍのＬＵＸＸｔｒａランプである特許請求され
た発明の実施態様（embodiment）を侵害したことを事実認定し意図的侵害
であり，三倍の損害賠償額（trebledamages）を課し，Ｊ－Ｍに差止め命令を提
川した。当該事件は供給業者が二社しか存在しない市場（two-supplier
market）での特許侵害訴訟で，Ｌａｍは逸失利益，価格切下げによる利祐の減
少額（reducedproiits)，推定される逸失利益（projectedlostprofits）の三つ
で争ったが推定される逸失利益は逸失利益請求に含まれていなかった35)。
【判旨】
地方裁判所（districtcourt）はＬａｍによる実際の賠償額は＄444,923.00で
あると認定しその内訳は以下の様である361とした。
①逸失利益＄89,30900
逸失利益利息61,200.00
②価格切下げによる利益の減少額と利息
6.914.00
－２３－
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③推定される逸失利益287,500.00
＄444,928.00
1）損害類型Ｉ
まず損害類型Ｉに属する当該損害（CategoryOneDamage）の前頁①の“逸
失利益，,の認定にあたって，地方裁判所は944のＣＬＡＳＳＰＡＫ装置（fixtures）
は考慮される数でありｒ更に本件において供給業者が二社しか存在しない場
合，特許権者が，権利侵害がなかりせば得た逸失利益を償うことであることを
判示しまた合理的実施料の獲得だけに制限されることはないとした。そして
当該４年間にわたって，もしＪ－Ｍの不当行為が無ければＬａｍは944個の装置
を１０％減らして850個の装燭を販売しその利幅（grossmargin）は＄89,309で
あったと推定されると認定した。しかし控訴裁判所（UnitedStatesCourtof
appeals）はＣＬＡＳＳＰＡＫｓの実際の販売数について，Ｊ－Ｍが正確な記録を保持
していないため明らかでないこと，また地方裁判所がＬａｍの増分利益
(incrementalprofit）から変動費（variablecosts）を控除していないこと，そ
れゆえＬａｍの利１幅を誤算しているとするＪ－Ｍの主張について，地方裁判所が
両当事者からＬａｍの利１１１mの認定の前に当該変動費について証言を聞いたとし，
否認している37)。
2）損害類型Ⅱ
損害類型Ⅱに属する当該損害の前頁②の価格切下げによる“利益の減少額”
について，地方裁判所は，Ｌａｍが価格切下げをしなければJ-Mはその売上高
を得たと推定されるだろうと，つまり価格切下げをしなければＬａｍはその売
上高を得ることができなかったことで生じる当該数字を賄償額として認定し，
そして判決前利息（prejudgmentinterest）も含めて，控訴裁判所は価格切下
げによる利益の減少額による賠償額は適切であると判示した38)。
3）損害類型Ⅲ
損害類型Ⅲに属する当該損害の上記③の“推定される逸失利益”について，
地方裁判所はＬａｍの成長が権利侵害によるキャッシュの流出で減じたことは
疑いの余地はないと述べ，Ｌａｍの販売計iiljiを採用し２６％の利幅は公平で合
－２４－
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理的であり，もし権利侵害がなかりせばＬａｍは＄1,150,000の売上高と以前と
同様の割合で成長しＬａｍの利益率は25％であったと推定されると判示した39)。
他方控訴裁判所は，Ｌａｍの推定される逸失利益による賠償額はＬａｍの損害
を示す証拠を基にし，合理'性に欠ける'憶測（remote）でも根拠の不十分な推
論（speculative）でもないとした。そして地方裁判所は，証明や文書での評価
後Ｌａｍは訴訟でひどく窮し，疑いもなくその成長はJ-Mの権利侵害で深刻に
減ぜられたとした。そしてＪ－Ｍの権利侵害によるＬａｍの成長率の低下を示し
権利侵害後の成長率が，もしJ-Mの権利侵害がなかりせばＬａｍは権利侵害前
の成長率で成長したことを推定されることを明らかに示す証拠として受け入れ
られるとし当該利幅は25％であると推定した。控訴裁判所は，市場に供給業
者が二社しか存在しない場合であって，かつ侵害前の実質成長率と侵害後のそ
れとの証拠が提出される場合，推定される逸失売上高（projectedlostsales）
に基づく賠償額は合理的で，十分根拠があるとした。そしてこの証拠は特許権
者が被った立証済みの損失を示すものであるとし，当該賠償額は，単なる憶測
や当て推量によって持ち出された金額ではなく，実際のデータを用いて外挿法
(extrapolation）により裁定したと判示した401。そして控訴裁判所は逸失利益，
価格切下げによる利益の減少額，そして推定される逸失利益の各々について以
下の様に三倍の賠償額を認めた4,.
.逸失利益（三倍）＄267,927.00（$89,30900×３）
・利益の減少額（三倍）＄13,752.00（$4,584×３）
・推定される逸失利益（三倍）＄862,50000（$287,500×３）
当該事件は逸失利益賠償について，逸失利益と価格切り下げの両方から裁定
され，控訴裁判所は地力裁判所の事実認定を基に経済的Ⅲ面からＬａｍやJ-M
の資料及び提出されたデータの分析を十分考慮し，三倍の賠償額を認めた裁判
である。当該判旨から解釈すると，本件は逸失利益の認定において，市場に供
給業者が二社しか存在しない場合，推定される逸失売上高に基づくその賠償額
は合理的で，十分根拠があるとしまたJ-Mの権利侵害行為により，なかり
せぱ因果関係の証明，例えば賠償額は，権利侵害がなかりせば特許権者が権利
－２５－
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侵害者の売ｌを実現したとする今ＪＩＭ的藷然`|ｿ'２（KinglnstrumentCorp.ｖ・Otari
Corp,767F2.853,863,864（1985)）を証|ﾘ]し逸失売上高を基に逸失利益の
判断を示しそして実際のデータをIljいてＬａｍは売_L高で以前と同様の割合
で成長するであろうと推定し経済的Ⅲ１ｍからの逸失利益賠償額を評決した事
例となっている□
Janickeによると，》11該事件について1%(|'了が特許製,１，１，の初期の成長率と権利
侵害期間の成長率の予ｉｌ１Ｉを立証し，当該期1111の実販売数堂を販売数堂予測から
控除し権利侵害行為による逸失売上高を導き出している。裁判所は，被告の
販売の転売による損失と権利侵鱒での競争に対処するためｲ111i格切下げで原告の
売上高の利益低下による損失の両方を含む差異に基づく賠償額を認定した。市
場で特許権者が有力である訴訟では，権利催《ｌｆ１ＩＡの存在でﾘIき起こされた僅か
な価格切下げでも容易に利益のｲiil倍も，あるいは権利侵害者の売上高の総受領
高を上回る４２１としている。またBeutel＆Bryanによると，裁判所が逸失売上
高と価格切下げの両力から生じる逸失利益賠償額を認め，また因果関係の証明
を求めたことはなかりせばの状況とその''１での特許権肴の行動の検証が必要
であることを示唆している43)としている。
（２）Smithkline事件
【事実関係】
Smithkline事件は，原告SmithklineDiagnostics,Inc（以下「SKD」という）
が被告HelenaLaboratoriesCorporation（以~|､THelena」という）にＳＫＤの'970
特許の権利侵害に対し＄625,46106を償うよう紋定したり|:件である！')。ＳＫＤは
便のごく微量なⅢ液を検出する検体テストスライド（specimentestslide）や
その方法の．970特許を有し市場でＨＥＭＯＣＣＵＬＴの商標で販売され，結腸
直腸癌を含む多様な}'}腸病の初101診断に１１lいられていた。他方Helenａは
COLOSCREENの商標で多様な検体テストスライドを販売していた。当該事
件は，HelenａのCOLOSCREENの検体テストスライドのみがＳＫＤの'97特許
を侵害していると訴えＳＫＤは逸失利益を｣,Lに賠償額を争った。しかし
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ＳＫＤは逸失利益の理論で賠償額を証明することができなかった。地方裁判所
は，ＳＫＤがHelenａの販売がなかりせばＨＥＭＯＣＣＵＬＴの販売を得たという
合理的蓋然性は言うまでもなく，たとえわずかな合理的可能性さえ示さなかっ
たとした。その結論に至るにあたって，地方裁判所は，ｌ）侵害しない代替可
能な競合品がＳＫＤのHEMOCCULTの代わりに存在していたこと，２）ＳＫＤ
は需要増を担保するために必要な製造能力や製造能力への道筋を持つことを証
明しなかったこと．更に，たとえＳＫＤがHelenａの販売を得たと仮定しても，
Helenａの権利侵害がなかりせばＳＫＤが得たという利益総額に関しＳＫＤの証
明は信用できないと認定しＳＫＤの逸失利益賠償額の失敗を考慮して合理的
実施料の確認に向かった45)。
【判旨】
本件の論点は，①ＳＫＤが賠償額として逸失利益を支持する要素を立証する
ことに失敗したという地方裁判所の認定が誤りであるかどうか②地方裁判
所が合理的実施料として３％に制限したかどうか③地方裁判所が25％で計
算した賠償額が説明不十分で，誤りであるかどうか④地方裁判所がSKD
の費用を否認する際，裁量を乱用したかどうかであった46)。
①の逸失利益について，ＳＫＤは前述のPanduitテストの四つの要素で損害
賠償を証明しようとした。Panduitテストでは，もし特許権者が四つの要素を
立証できなければ逸失利益の権利が無いことになり，当該第一要素の“需要”
を除いて，予審法定（trialcourt）は，ＳＫＤがPanduitテストの各要素を立証
できなかったとした。ＳＫＤの逸失利益損害賠償の見解は，もしHelenａが権利
侵害品を販売しなかったならば，ＳＫＤがHelenａのCOLOSCREENスライド
の売化高を得ていたであろうとの推定の根拠となる供給業者が二社しか存在し
ない市場に依拠したものであった。しかし地方裁判所は，両当事者から示され
た市場の他の商品に関する証拠から，侵害しない代替可能な競合肺があり，ま
たあったことを認定し供給業者が二社だけの市場であることは証拠の重要性
を考慮して不正確で，信用できないとし杏認した｡そしてＳＫＤは，合理的蓋
然性は言うまでもなく，HelenａのCOLOSCREENの販売がなかりせば，
－２７－
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HEMOCCULTの販売を得たであろうと推定されるわずかな可能性も示さな
かったとした。ＳＫＤは権利侵害しない商品は事実特許苑l川/,の一つ以上の特
徴を欠いており，需要（market）の一部と考えられないと主張した。しかし
侵害しない商Ａｌ|は発|ﾘ1の実態態様に当たらないとし地方裁判所は権利侵害行
為がなかりせば，特許権者が販売を得たであろうとする主張との関連で市場実
態を熟考した。権利侵客，あるいは非権利侵害の事実認定には代替可能な商品
の認定は必要ではないとし，実際に逸失売上高を，あるいは少なくともこの推
論がすべての証拠から合理的であることを証明することは特許権者の責任であ
り，これが逸失利益損害賠償の本質であるとした'７１。
また地方裁判所はＳＫＤが製造能力を証明できなかったこと，そしてＳＫＤ
の50％の利幅の証明も信用できないとしＳＫＤはPanduitテストの第三と第
四の各要素を立証できなかったとした'8)。
また④の裁判所の裁量について，当該事件で，裁判向が賠償額を選択する裁
量を持っているとする判例の解釈を否認するのは，裁判'１了が逸失利益か合理
的実施料かの賠償額を選択することを意味するのではなく，つまり方法論を選
択するのではなく，この補助的選択は裁判所の実質的な裁量に委ねられている
こと49)を明示した。
当該判旨を考察すると，逸失利益の損害賠償額の裁定にＳＫＤがPanduit
テストの四つの要素の立証を試みたが地方裁判所は市場には供給業者が二社
に限定されていなかったとし，侵害行為がなかりせば特許権者が売上高を得た
であろうと推定される推論の合理的蓋然性の立証こそが逸失利益賠償額の本質
であり，本件では立証できなかったとし否認されたことになる。そして当該賠
償額が逸失利益か今瑚的実施料かの判断は裁判所の裁量に委ねられているこ
とを明示した判例となっている。
（３）Rite-HiteCorP1F件
【事実関係】
Rite-HiteCorp事件は，1983年３月22Ｈ原告Rite-HiteCorporation（以下
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｢Rite-Hite」という）が被告KellyCompany，Ｉｎｃ（以下「Kelly」という）の
"TrukStop,，輸送制御装置（vehiclerestraint）（ADL-lOO，MDL-55）がRite-
Hiteの'847を侵害したと訴え地方裁判所は裁判を責任と賠償の二又に分け，
1986年３月５日に'847特許は有効で，Kellyの.､TrukStop洲装置の製造，使用，
販売で侵害されているとした50)。差し戻しで，Rite-Hiteは'847で保護されてい
るMDL-55と特許で保護されていないADL-lOOの賠償額を要求した。控訴審
で，Kellyは地方裁判所の賠償額は誤りであったとしMDL-55の制御装置の
逸失売上高の賠償額を争い，またKellyは訴訟中の特許でADL-lOOは保護さ
れていないという理由で特許法にADL-lOOについてRite-Hiteの逸失利益賠償
額の規定はないと主張した5')。
【判旨】
地方裁判所はPanduitテストを適用しRite-Hiteがなかりせば因果関係を
立証したとし，それは，ADL-lOOの逸失利益賠償の資格が十分あるとした。し
かし，KellyはRite-HiteがPanduitテストを満たし，“なかりせば，，因果関係
を証明したことに異議を申し立てず，むしろたとえ権利侵害の原因であったと
してもADL-lOOは訴訟中の特許で保護されていないという理由でその賠償額
は法的に償えないことを主張した52)。つまり，KellyはPanduitテストの各々
の要素は特許発明に焦点を当てているとし，Rite-Hiteは特許発明でない商品
の逸失利益からなる賠償額を得ることはできないとした53)。
控訴裁判所は，Panduitテストは一般的に特許権者が訴訟中の特許で保護さ
れた装置の逸失利益を要求するとき適用されるが，Panduitテストはなかりせ
ば因果関係を立証する必須条件ではなく，もし特許権者の逸失利益の原因とな
る権利侵害を示す他の方法があれば他のテストを受け入れられない理由はない
とした。Kellyは，もし特許の権利侵害が逸失売上高と関係がないなら，なか
りせば因果関係は立証されないだろうとしたが控訴裁判所はなかりせば因果
関係は当該事件には存在するとし，もし権利侵害が逸失利益の原因であること
が証明されるなら権利侵害の動機は関連性がないとし，逸失売上高は侵害され
た特許で保護されている商品に属しなければならないとするKellyの論拠を認
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めないとした5')。
また特定の原告集|J1や特定の種類の損害については，近lkI基準（proximate
cause）や予見可能,Ｆ１その観ﾉ}Iから，損害賄償額にllllして，1丁]法上の抑制措置
(judiciallimitations）がiMiじられていること，特許は特許権者の発明の開示と
の交換で許可され，特許権者の発明の使用ではないこと，米'五|では特許権者が
特許商品を製造，使)Ⅱ，販売するということは要請されていないこと，事実逸
失売上高が権利侵害のlli〔|klであると証明されるなら，椎利侵害の装置と直接競
合する特許権者のそれの逸失売上高の補償を制限する法令，判例，政策，ある
いは論理の正当性を被('すも証lﾘIしていないし，裁判所も認定しないとし，地方
裁判所のRite-Hiteの催害,},1,と而接競合するADL-lOOの逸失利益は合理的に予
見可能であるとする裁定を控訴裁判所は認定した55)。つまり控訴裁判所は逸失
利益が権利侵害の売｣Z高で生じることが証明されるなら，逸失売上高は合理的
に予見可能であり，第284条の権利侵害に対する十分な補償は特許権者が立証
する予見可能な逸失flIiiifを含み（GrainProcessilIgC()rp.ｖ､AmericanMaize‐
Products,185F､3.1341,1349（1999))，したがって本件ではADL-lOOの逸失売
上高は法的に償われ，その逸失利益の裁定額を支持する56)と判示している。
当該判旨を考察すると，控訴裁判所は，Panduitテストはなか1〕せば因果関
係を立証する必須条件ではないがしかしな】かりせば|）J采関係の立証に権利
侵害がなかりせば特許権者が売｣二高を獲得したという合fll1的蓋然`性を示す必要
があり57)，特許権者の特許商,Ｉｉｌ１ではない競合,+11,の逸失充｣二高に対する逸失利益
は予見可能であることを|ﾘIらかにしている，それについてChisumやⅡ|口も特
許権者に特許権者の特許発lﾘ１，'h１，の逸失売上高の逸失利締とそれと直接競合する
商品の逸失売上高の逸失利諦まで賠償額として認めたこと58)になると指摘して
いる。またLandersによると，当i該事件では特許法では特許権者に逸失売上
の逸失利益を追求することを妨げることはなく，特許権者は権利侵害の原因と
なるすべての明白で，予見可能な損害を補償されることを強調している59)とし
ている。
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（４）GrainProcessingCorp・事件601
【事実関係】
GrainProcessingCorp事件は８年以｣二にわたり，法廷に三度差し戻されて
いる6')。原告GrainProcessingCorp（以下「GP」という）は1969年以来
"Maltrin，，ブランドでマルトデキストリン（maltodextrin）の商品を製造販売
し194特許を所有していた。被告AmericanMaize-ProductsCompany（以
~「「ＡＭ」という）は1974年にマルトデキストリンを販売|)'1始しLo-DexlO
(lＯＤＥ（DextroseEquivalence）の柔軟な澱粉のマルトデキストリンを含む）
を製造販売していた。ＡＭはＧＰが194特許権を所有していたすべての期間
にわたってLo-DexlOを販売していた621。しかしLo-DexlOを製造販売する期間
にわたってＡＭは四つの異なる製法を１１]いた。当該事件はＡＭの製法の変更
とLo-DexlOの各々の製法での僅かな化学的な相違が逸失利益の問題の中心と
なっている。
①製法ｌ
ＡＭは1974年から1982年に製法１でⅡ殿粉の､'1水分解を促進する独自の酵素
を用いた｡GPは1981年にＡＭのLo-Dex5ARD2370，そしてLo-DexlOの販
売を権利侵害で訴え，製ＡｉＬ１，製法，そして'194特許の請求を1二|]し立てた．
②製法２
当該訴訟は未決のままであったが．ＡＭは1982年から1988年にLo-DexlOを
独占的に製造するために製法２を月]いた。ＧＰはまた製法２のLo-DexlOは'194
特許を侵害していると訴えたが1988年に地方裁判所はＡＭに対してLo-
DexlOの製造販売を禁じる差１１こめ命令を提出した〕
③製法３
この差止め命令に応じＡＭはLo-DexlOを独占的に製造するために製法３
を開発し’988年から1991年にその製造に製法３を)ⅡいたＧ３１ｏＡＭは製法３が
Lo-DexlOのより均一で侵害しない製品を牛みlLl}すと信じＡＭの意向通り製
法３が機能しＡＭのLane-Eynonテストの測定では製法３のLo-DexlOの見
本すべてがＤＲ（DescriptiveRatio）比１９以下で侵害していないことを示して
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いた。ＡＭの顧客は製法ｌや製法２のLoDexlOと製法３のLo-DexlOとの相違
を見分けられなかった。しかし'990年にＧＰは、Ｅを測定するSchoorlテス
トを用い，ＡＭの製法３の製品が、Ｒ値19以上で，それゆえ侵害していると
した。控訴裁判所は'194特許の起訴履歴では発明者が発明のＤＥ測定にLane-
Eynonテストではなく，Schoorlテストを用いていることから当該事件ではそ
れがその価値（relevantvalue）であると判示した。
④製法４
その後ＡＭはLo-DexlOを製造するために製法４を採用したが，ＡＭは当初
Lo-DexlOの製造に製法４を採用しなかったのは，ブドウ糖のアミラーゼが高
コストで他の製法より費用がかかったためであった。ＡＭはLo-DexlOを製造
するために独占的に製法４を使用したのは，1991年４月から同年１１月の'194特
許が失効するまでで，その後費用がかからない製法３に切り替えた。両当事者
は製法４が侵害しないLo-DexlOのみの利益をもたらし，消費者が製法４の
Lo-DexlOと製法ｌから３で製造されるLo-DexlOとの違いを見分けられなかっ
たことに同意した64)。
【判旨】
ＧＰは特許失効後MaltrinM100の逸失売_Ｌ及び価格切下げ，そしてＡＭ
の加速市場導入（acceleratedmarketentry）に対する逸失利益を，またＡＭ
の権利侵害している売上高は逸失利益賠償額でも償えないとして28％の実施料
も要求したが，裁判所は逸失利益を否認し３％の合理的実施料を裁定した65)。
地方裁判所は，Panduitテストの第一要素の“特許品の需要”についてD
ElOの本質的な需要はあるとしたが，消費者には澱粉が柔軟で，ＤＲ値がおお
よそ２以上であるという二つの本質的な要素は無関係で，またＧＰにはＤＥｌＯ
の特許も，経済的に重要な商,h1,もなく，それゆえＡＭの権利侵害のために逸
失利益賠償額を償えない66)とした。
またPanduitテストの第二要素，及びＧＰの逸失利益のlX1果関係について，
ＡＭが製法４で侵害しない代替品ｌ０ＤＥマルトデキストリン67)を製造するこ
とができたと推定されることから否認されている。また侵害しているLo-
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DexlOが禁止されていたため，消費者の代替品は侵害しないLo-DexlOであっ
たこと，そして'194特許の失効前の７か月，つまり1991年４月までＡＭは侵
害しない代替品を実際製造も販売もしていなかったが地方裁判所は，ＧＰが
その製造や販売の可能性（itsavailability）で逸失利益賠償額を要求している68）
とした。
地方裁判所はＧＰとＡＭは直接ｌＯｎＥの重要な供給者として競合している
ため，もしLo-DexlOが入手できなければ消費者は必然的にMaltrinlOOを購入
するというＧＰの当初の訴えの事実を採用しＡＭの製法４が実施可能で，そ
のLo-DexlOは特許請求された（claimedinvention）代替可能な競合品である
とした。ＡＭは権利侵害後1991年まで製法４でLo-DexlOを製造販売しなかっ
たことを認めたが，権利侵害期間に市販も販売もされていない代替品は，明ら
かに権利侵害がなかりせぱ特許権者が追加利益を得たと推定されるかどうかの
裁定に重要な意味をもつとした。そして侵害しない代替可能な競合品であるた
めには，商航や製法が権利侵害時に実施可能であったか，あるいは市販されて
いたかのいずれかでなければならないとLSIimfoldManufacturingCo・事件
(SlimfoldManufacturingCo．ｖ，Kinkeadlndustries，Ｉｎｃ９３２Ｆ､２．１４５３，
(1991)）での裁判所が示した見解は，当該裁判所のこれまでの判決例における
実施可能な代替品が存在する場合には逸失利益を認めないとする判断を適切に
総括したもの69)となっている。本判旨で控訴裁判所は市販が代替品の販売の可
能性の重要な証拠を示しているとし侵害しない代替可能な競合品の市販は逸
失利益を無効にするのに十分であり，市販がなければ販売の可能性を示せない
と判示し前述のPanduit事件では市販のみを取扱っていたので本件の様に実
施可能な代替品の存在が市場行動に影響することを考慮しなかった70)とした。
また控訴裁判所は製法４が1979年10月までにLo-DexlOの製造にＡＭにとっ
て可能であったかどうかまた消費者が製法４のLo-DexlOを代替可能な競合
品と考えていたかどうかを検討し，これらの事実認定は誤りであるとした。実
現可能な代替品を認定する重要な時期は特許権者が賠償請求する時期であり，
会計期間後の侵害しない代替品への切替だけが重要な時期での侵害しない代替
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品の可能性を示していないとした。予審法廷では，［|]し立ての代替品は会計期
間に市販されてなく，その当時それは侵害しない代替,IHIとして実施可能でな
かったと推論できるとし権利侵害時に実際販売されていなかった代替,1㎡,の実
施可能性を立証する場合，因果関係に訴えなければならないとした7')。
結局控訴裁判所は1991年１０月まで製法４がＡＭにとって実施可能で，ＡＭ
は会計期間を通して製法４でLo-DexlOを製造する,必要な化学物質，設備，ノ
ウハウや経験を有していたとする地方裁判所の判断を支持した。そして控訴裁
判所は製法４のLo-DexlOが会計期間において実施可能な代替品であると認定
した72)．また地方裁判所は消費者の見るところでは，製法４のLo-DexlOは他
の製法で製造されたLo-DexlOの|Ⅶじ供給者からの|ＴＩじ価格の同じ商品である
とし製法４のLo-DexlOは以前の商品に代わる完全な代替品で，ＧＰが別の
ｌＯＤＥマルトデキストリンの市場を示そうとする努力は逸失利益訴訟の助け
とならないとした。ＧＰが前述のRite-Hite事件の様に個々の逸失取引の逸失利
益の証拠を提示しなかったとし，地方裁判所は仮にLo-DexlOに対する権利侵
害がなかったとしても，ＧＰは現に侵害がなされた結果との比較において，
MaltrinlOOの販売量は影響を受けなかったであろうとした73)。
そしてＧＰは侵害者に市販されていない代替,W,の実施可能性を示すことを可
能にし，それによって逸失利益を無効にすることは権利侵害に対して不十分な
補償金を支払うことになると主張したが，第284条では十分な補償とは合理的
実施料であり前述のGeneralMotors事件の判旨をリ|用しＧＰになかりせ
ば因果関係のない逸失利益を与える権限はないとした74)。そして合理的実施料
について，ＡＭは侵害している製法ｌから製法３の商品を製造するよりむしろ
侵害しない製法４の商品を製造する方がわずか2.3％の費用ですむことを示し，
地方裁判所は侵害しているLo-DexlOと侵害していないLo-DexlOのＡＭの製
造費用の差は実|禁止合理的実施科賠償額の上限を課しているとした。そして，
もし1974年に'194特許の実施許諾に関する仮想交渉（hypotheticaloffer）にお
いて何らかの申し出を受けたとしても，ＡＭは３％の合理的実施料しか支払わ
なかっただろうとし地方裁判所は当i該３％が賀１１１変動とＡＭの侵害しない
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商品の製造リスクの排除を考慮した製法ｌから製法３と製法４との製造コスト
差を反映していると推定される75)として，３％を認定している。
当該判旨を考察すると，ＡＭの製法の切林によりLo-DexlOの製造販売がＧＰ
に特許侵害で訴えられた事件で，逸失利益の立証にPanduitテストの第二要素
のなかりせば因果関係の立証と，ＡＭの製法４が実施可能であったかどうか
Lo-DexlOが市販されていたかどうかが争点となっていた。当該逸失利益裁定
に裁判所はPanduit事件では市販だけを取扱い。当該事件の様に販売されてい
ない代替可能な競合品の市場行動の影響を検証した。また製法４の切替だけで
は侵害しない代替品が存在していることにはならないこと，つまり製法が実施
可能か，製,lil1が市販されていなければならないとする実現面J能な代替品が存在
する場合には逸失利益を認めないこと，また権利侵害時，製法４で侵害しない
代替品を製造する設備やノウハウ等を持っていたが，経済的瑚由で用いなかっ
たこと，また市販されていなかったが，消費者は製法４のLo-DexlOを完全な
代替品と見ていたとする行動を裁判所は考慮し判示した。また裁定額の判断に
ついて，裁判所は完全な補償とは合理的実施料であるとしその裁定に侵害し
ているLo-DexlOと侵害していないLo-DexlOのＡＭの製造費用の差であると
裁定している。
当該判旨についてChisumによると，逸失利祐の裁定に実現11J能な代替１W'を
評価する場合，権利侵害時に市販されていない代替可能な競合'７１が逸失利益計
算の一部となること，侵害しない代替可能な競合品が実現可能であったため逸
失利益が否認されたこと，特許商品を製造する費用の方が代秤品を製造するよ
りわずか２３％で済むことから合理的実施料を３％としたこと，そして連邦巡
回裁判所は実現可能な代替品を裁定する重要な時期は特許権者が損害賠償を請
求する権利侵害時で，権利侵害期間あるいは会計期間に代秤'h11が実現可能で
なければならない76)と強調している。またBeutel＆Bryanによると，裁判所
は，ＡＭが権利侵害しない代替品に容易に切り棒えることができたこと，そし
て消費者が侵害しない代稀品と侵害品との相違に気づかなかったことを認定
し，また侵害しない代替品と侵害品との唯一の違いは，侵害しない代杵品の製
－３５－
[論文］米|玉|の逸失利益賠償の判例研究（'''''１）
造費用の方が高かったことにあり。ＡＭが侵害しない商品の販売でその売上の
すべてを維持することができたとし逸失利益を否認したとしている。そして
合理的実施料の裁定について，権利侵害者は，たとえ市販されていなくても権
利侵害しない代替品に切替えることができたがそれを合理的実施料の上限を
設定する重要な要りjとして用いられたこと。つまり権利侵害者は，権利侵害し
ない代稗可能な競合,ﾄﾉ,に切替えることで権利侵害を避けることができ，特許技
術ライセンスの必要１ftがなくなるので，侵害しない代替品への切替費用は実質
的に合理的実施料賠償額の上限を設定するとしている。当該事件で侵害砧と侵
害しない商品とは完全に消費者にとって代替,Ｈ１であったため，侵害しない代替
品への切替費用は単純に侵害しない代祷品を製造するための増分費用（higher
cost）と|可等であるとしている。そして裁判所は合理的実施料を特許Allの使用
による権利侵害者のすべての費用削減と等しいことを認定した77)としている。
そしてHousemanLeonald＆Sidak78)によると，権利侵害者は，もはや実際
に市販されている侵害しない代替可能な競合品に依存する必要はなく，その代
わりに権利侵害者は，なかりせばの世界で侵害しない代替,hI1をうまく売りに出
すことができると主張することができ，もし権利侵害者が申し出る仮想的侵害
しない代替品が消費者の見るところでは精巧な代替砧であるなら原告は逸失利
益を失うかもしれないと指摘しそして当該事件は特許賠償として逸失利益の
有効`性に重要な変化を記したとしている。川口７９)によると，侵害行為がなかっ
た場合の市場とは，被告が非侵害の次善の代杵商品によって競争した場合の市
場で，いわゆる“butfortest'，を適川した市場における競業者の合理的行動は，
非侵害の代替品により競争することであることから，この場合の代替商貼は現
実に製造販売されている必要はなく，被告が代替品を製造できる設備，ノウハ
ウ，経験，経済的動機を持っていれば十分であるとし判旨はこのような要件
該当の事実を認定しているとし，また市場や商品間の代替性は消費者の需要に
よって定まるとし被告が代替商品を製造販売したならば，市場に参入できた
と判断したと指摘している。
本章でＹａｌｅＬｏｃｋＭｆｇＣｏ・事件，ＡｒｏＭｆｇＣｏ・事件，PanduitCorp事件，
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Lam事件，Smithkline事件．Rite-HiteCorp・事件，そしてGrainProcessing
Corp事件で裁判所の逸失利益賠償額の解釈の発展を概観してきた。各裁判で
逸失利益賠償額の裁定にあたってPanduit事件のPanduitテストが逸失利益賠
償額の算出基準を具体化し当該四つの要素の因果関係の立証と，なかりせば
因果関係を示す合理的蓋然』性の判断を示すこと，なかりせば因果関係が立証さ
れるなら逸失売上高は予見可能であること，特許発明の逸失利益と特許発|ﾘ]で
ない商Ｈｍｌ１のそれの両方を賠償額として認定したこと，侵害しない代替可能な競
合品であるには商,'１Aや製法が権利侵害時に市販されているか，実施可能でなけ
ればならないとし実現可能な代替品が存在する場合には逸失利益を認めない
とする判断を示すなどの進展が見られた。しかしそれぞれの裁判の判旨から事
件そのものが同一でも同質でもなく，必ずしも経済的側面から裁定が明らかに
されているわけではなく，そこには事件の複雑な背景や因果関係があり，その
解釈とその裁定に困難さが伴うことが解った。次章では本章で考察した判例の
中から，経済的側面から逸失利益賠償額を裁定した前述のＬａｍ事件を参考に
合併シミュレーション法で賠償額認定について比較検討することにする。
Ⅲ経済的側面からの逸失利益賠償額裁定方法
米国の逸失利益賠償請求について本稿では，判例のいくつかを考察したにす
ぎないがその中でＬａｍ事件が唯一逸失利益貯償額を認定した判例となって
いた。当該事件においても，事実認定を基にPanduitテストの四つの要素の考
察となかりせば因果関係の立証がその出発点としていた。逸失利益の算定には
様々の方法があり，例えば市場シェア法（Market-shareapproach)，合併シ
ミュレーション法（Mergersimulation)，前後法（Before-and-afterapproach）
などがあるが，原告の請求が逸失利益なのか価格切下げなのか販売の転売
なのか，費用の埖加なのか，あるいはそれらのどの組み合わせなのかによって
も異なる。本章では逸失利益算定方法のｌ合併シミュレーションについて検
討し，２合併シミュレーションによりＬａｍ事件を分析することにする。
－３７－
[論已文］米|盃|の逸失利益賠償の判例研究（''''１１）
１合併シミュレーション法
合併シミュレーション法（以下「シミュレーション・モデル」という)80)は，
企業の合併・買収の競争的効果を研究するために開発された実証技法である
が特許権利侵害訴訟で市場での権利侵害がなかりせばの効果を，つまり特許
権者の利益への影響を評価するために用いられている。当該シミュレーショ
ン・モデルの特徴は特許権者のi1Ili格，数量，費用が同時に確定するという事実
を考慮することにありそしてこの三つの特質を以下のシミュレーション・モ
デルの要素で評価することにある。
（１）市場参加者間の戦略的1:'三|互作用
（２）市場にある商肋の需要
（３）市場参力Ⅱ者により生じる費用
（１）の戦略的ｲⅡ瓦作用は企業の特質に蕊づき，通常の仮説では最適価格
(optimalprice）が選ばれるが，結合利潤最i大化（joint-profitmaximization）
やリーダー／フォロワー・モデル（leader-followermodeDなどもある。（２）
の商,Ｈ１の需要は生産者の価格や市場シェアの情報につながる需要関数の仮説に
より，もし価格や販売数量の取引データ8')が入手できれば」Ⅱ|帰分析で評価さ
れる。そして（３）の雄産者の費用は企業の財務データや企業の戦略的杣互作
用の仮説で評価されるとしている。
このシミュレーション・モデルが確定すると例えば，需要の自己価格弾力性
(own-priceelasticities)，交叉価格弾力性（cross-priceelasticities)，限界費用
などのパラメーターが現実の111界で測定きれ，他方なかりせばの世界で市場か
ら侵害品や供給業者を排除することでシミュレーションされ，その結果特許権
者の売上高，価格，費用からなるとしている。従って逸失利益はシミュレー
ションされたなかりせばの１１t界の売上高と特許権者の現実の売上高の差，つま
り権利侵害がなかりせばの利益と現実の利益との差として評価されることにな
る。
この方法について，Leonardは権利侵害がなかりせば，権利侵害,Ｈ１のI11i格を
留保レベルつまりその製品の需要の価格がゼロ（Zero）になる価格まで引き上
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げた場合に起きる状況をシミュレーションし権利侵害,1111,の売上高がどこに向
かうのか，また権利侵害者の競合者の製品価格の変化を知ることができる82)と
指摘している。その評Ⅲ[iに必要なデータとして，現実の状況での商,Ihllの価格，
売上高，市場シェア，利益が必要となる。
当該モデルを簡略化すると．価格切下げが無い場合のシミュレーションで示
すと以下の様になり，逸失利益が算出されることになる83)。
①現実の販売救斌，シェア，利益を確定する
②侵害者の販売IMl数を権利侵害がなかった場合の残りの商,W,の現実のシェ
アに応じて配布する
③権利侵害が無かった場合の商品の価格，販売数量，利益を予想する
④逸失利益は権利侵害が無かった場合の利益から現実の利益を控除して算
出される。
２Ｌａｍ事件
当該事件は逸失利益と価格切下げの両方かＭﾐじた逸失利益賂償額を認定し
た裁判である。裁判所は逸失利益賠償額の裁定にあたり，まずなかりせば因果
関係を，つまり権利侵害がなければ特許権者は侵害者の売上を得たであろうす
る合理的蓋然`性を立証し市場にはＬａｍ及びJ-Mの二社しか供給業者が存在
しなかったことを確認しＪ－Ｍの侵害行為が無ければＬａｍは販売を獲得し
またその逸失利益を償うことができるとした。そしてＬａｍの侵害前の実質成
長率と侵害後のそれとの証拠があれば，推定される逸失売上高に基づいて賠償
額が算定でき，それは`憶測や当て推量ではないことをlﾘ]示しまた価格切下げ
による利益減少額も逸失利益として認定している。÷LLi該賠償額をＬａｍ及び
J-Mからの提１１}された利幅（profitmargin)，侵害IliIil数，利子率，実販売数量，
販売数量予測，成長率などの実際のデータを基に算}I)している。判旨によると
LamはJ-Mによる侵害品の個数の850個の装置を販売しその利幅は＄89,309,
また利益率は25％であったと推定している。当該利ll1Fiは増分利益から変動費を
控除し，以下の計算式を基としている。
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利幅＝増分利益（incrementalprofit)－変動費（variablecosts）
当該事件の当事者は繰り返しになるが市場には供給業者がＬａｍとＪ－Ｍの
二社しか存在していなかったこと，またＬａｍからシミュレーション・モデル
の③に該当するＪ－Ｍに権利侵害された個数と当該単価が，そしてその利幅も
データとして提出されていることから逸失利益が$89,309と算|})され，従って
シミュレーション・モデルの①，②,④の考察はもはや必要がないことになる。
また価格切下げによる逸失利益賠償額も実際のデータを基に＄4,584と算出され
ているがシミュレーション・モデルで，もし考察すると価格切下げにより，
例えば二社に限定された市場ではなく，あるいは二社に限定された市場であっ
ても他商品がある場合を想定すると，商品の価格上昇による特許権者の需要調
整（demandadjustment）も考慮する必要があることが指摘されている別)。
おわりに
本稿は米国の特許権侵害賠償請求訴訟について多くある判例の中から
GeneralMotors事件，DuplateCorp・事件，ＹａｌｅＬｏｃｋＭｆｇＣｏ､事件，Ａｒｏ
ＭｆｇＣｏ事件，PanduitCorp､事件，Ｌａｍ事件，Smithkline事件，Rite-Hite
Corp・事件，そしてGrainProcessingCorp事件について，主に逸失利益賠償
について裁判所がどのように判断しまたどのような基準で裁定されているの
かについて裁判所の解釈の発展を概観した。
米国では第284条で当該裁判の金銭的損害賠償についての基本的な考え方が
明確に規定され，権利侵害で生じた損失を特許権者に完全なものとする完全賠
償が確立しその裁定〃法に逸失利益，確定実施料，そして合理的実施料の三
つのモデルが示されている。
逸失利益賠償額の裁定では，ＹａｌｅＬｏｃｋＭｆｇＣｏ・事件がなかりせば因果関係
の要件を明示した判例であったが，PanduitCorp､事件のPanduitテストがそ
の算定基準を具体化した判例となっている。本稿の判例の解釈からも当該賠償
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額の裁定に当該テストが引用され，まず当該テストの|、つの要素の因果関係の
立証が求められ，それらの要素のすべてが証明できなければ当該賠償額の請求
ができないこととなっている。
当該テストは唯一の方法とは言えないが逸失利益損害賊償の出発点と位置
づけられているが，オール・オア・ナッシングであり，経済合理`性が損なわれ
るとか特許権者に逸失利益を償う権利があるいくつかのパターンの一つであ
るとか，またJarosz＆Erinによると因果関係志向と賠償額との因果関係とが
混在している85)などの批判がある。しかし本稿で考察した判例の事実関係の吟
味から，裁判所は，例えばRite-HiteCorp事件では，Panduitテストはなかり
せば因果関係を立証する必須条件ではないがなかりせば因果関係の立証には
合理的蓋然,性を示す必要があるだけだとし，もしそれが立証できるなら逸失売
上高は予見可能であるとする判断や，またGrainProcessingCorp3事件では，
製法が実施可能かあるいは商品が市販されていなければならないとする実現
可能な代粋品が存征する場合は逸失利益を認めないとし，市販されていない代
替可能な競合品に対する消費者の市場行動の検証の必要性をも示した。そして
Smithkline事件では，当該賠償額の逸失利益か合理的実施料かの判断は裁
判所の裁量に委ねることを確立し裁判所の更なる発展を概観することができ
たことになる。
本稿で逸失利益賠償が裁定された判旨はＬａｍ事件のみであったが，その裁
定額の評価をシミュレーション・モデルで比較考察した。シミュレーション・
モデルとは，現実の結果と権利侵害がなかりせばの結果とを比較することで賠
償額が算定されるモデルである。当該事件は二社しか市場に供給業者が存在し
ていないという事実関係から，またＬａｍｉから現実のデータを引き出しそれ
を基に裁判所の慎重な判断分析により認定した事例となっており，従ってシ
ミュレーション・モデルの前述の各要素の検討に至らなかった。しかしシミュ
レーション・モデルとは，市場に複数の競合業者や複数の商,Ｉｉｌ１,があることも考
慮し，各企業の市場シェアなども重要なデータとして求められている。また価
格切下げの場合にはそれによる需要調整を考慮する必要があり，それなしでは
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lWi償額を過大評価しかねないことから特許権者の需I姿も調整される仕組みと
なっている86)。
本稿で逸失利益賠償の判例を考察できたのはそれほど多くはない。しかし当
該各々の判片から，裁判所が逸失利益を賠償額として裁定することはそれほど
容易なことではないことが解った。それは前述したが，当該裁判事例は同一で
も同質でもなく，特許の損害賠償訴訟の事実関係が複雑であるからと言える。
また経済的側面からの当i該賠償額の算定の検証でも裁定lｷﾄ例がＬａｍ事件以外
なかったという現状からもシミュレーション・モデルのみの検討となったが
今後の課題として，当該裁判事例を更に考察し，シミュレーション・モデル以
外の検証モデルからも賠償額裁定を考察することができるかどうか検討した
い。しかし繰り返しになるが特許の損害賠償裁判は事実関係により異なり，
複雑でもあり，必ずしも経済的側面からのモデルが該当するとは言えないこと
も念頭に置く必要があると言えよう。
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